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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 
    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第10期及び第10期第３四半期連結累計期

間並びに第11期第３四半期連結累計期間については１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載してお
りません。また、第10期第３四半期連結会計期間及び第11期第３四半期連結会計期間については、希薄化効
果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第10期 

第３四半期連結 
累計期間 

第11期 
第３四半期連結 
累計期間 

第10期 
第３四半期連結 
会計期間 

第11期 
第３四半期連結 
会計期間 

第10期 

会計期間 

自平成20年 
９月１日 
至平成21年 
５月31日 

自平成21年 
９月１日 
至平成22年 
５月31日 

自平成21年 
３月１日 
至平成21年 
５月31日 

自平成22年 
３月１日 
至平成22年 
５月31日 

自平成20年 
９月１日 
至平成21年 
８月31日 

売上高（千円）  3,397,469  3,950,227  1,071,324  1,390,501  4,627,641

経常利益又は経常損失(△)  
（千円） 

 30,404  △13,151  △6,746  8,566  40,205

四半期純利益又は四半期（当期）
純損失(△)（千円） 

 △45,410  △19,194  2,842  8,398  △10,342

純資産額（千円） － －  712,204  732,484  749,060

総資産額（千円） － －  2,380,274  2,584,501  2,410,996

１株当たり純資産額（円） － －  89,102.45  91,412.23  93,597.84

１株当たり四半期純利益又は四半
期（当期）純損失(△)（円） 

 △5,729.33  △2,421.71  358.58  1,059.66  △1,034.92

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  29.7  28.0  30.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 195,462  49,049 － －  203,456

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 111,888  △79,358 － －  162,542

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 △110,164  △32,901 － －  △164,157

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（千円） 

－ －  651,265  592,710  655,921

従業員数（人） － －  238  276  240
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  当社グループは、純粋持株会社であるサムシングホールディングス株式会社（以下当社という。）のもとに連結子
会社５社(株式会社サムシング、株式会社ＧＩＲ、Something Re.Co.,Ltd.、株式会社サムシング西日本及び株式会社
ユナイテッド・インスペクターズ)、及び関連会社３社(ジオサイン株式会社、エスクローファイナンス株式会社及び
株式会社サムシング四国)により構成されております。  
 当社グループは、主に戸建用住宅地を対象として、地盤調査、地盤改良工事及び地盤保証を主な事業として展開し
ております。 
 なお、当社は、純粋持株会社であり、連結子会社各社の経営指導、グループ全体の事業統括及び新規事業開発等を
行っております。また、連結子会社各社から、総務、人事、経理及び経営企画等の管理業務も受託しております。 

   また、第１四半期連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第 
  ５ 経理の状況 １．四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。  
  
  当第３四半期連結会計期間における、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容
について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
    

   

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 
  

(1）連結会社の状況 

    （注）   従業員数は就業人員（社外への出向者を除き、社外からの出向者を含むほか、常用パートを含んでおりま
す。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員、季節工を含みます。）は、当第３四半期連結会
計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  
(2）提出会社の状況 

   （注） 従業員数は就業人員（社外への出向者を除き、社外からの出向者を含むほか、常用パートを含んでおりま
す。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員、季節工を含みます。）は、当第３四半期会計期間
の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成22年５月31日現在

従業員数（人） 276  (19)

  平成22年５月31日現在

従業員数（人） 16  (2)
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(1）生産実績 
 当社グループの事業は建設業及び保証事業の一部であり、建設業では生産実績を定義することが困難であるた
め、「生産の状況」は記載しておりません。また、保証事業では、保証業における業務の特殊性のため、該当する
情報がないので記載しておりません。 

(2）受注実績 
 当社グループの地盤改良事業では、受注が工事日の１日～２日前に確定することが多く、工期が数時間と短く、
金額が僅少な工事が多いため、日々の工事施工終了時に売上高を計上しております。したがって売上金額と受注実
績はほぼ均衡しており、受注残高に重要性はないため記載を省略しております。 

(3）売上実績 
 当第３四半期連結会計期間の売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ セグメント間の取引は相殺消去しております。 

     ３ 当社グループの事業は請負形態を採っており、販売実績という定義は実態にそぐわないため、売上実績を記
            載しております。 

  
建設業における受注工事高及び施工高の状況 
① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 
 当社グループの地盤改良事業では、受注が工事日の１日～２日前に確定することが多く、工期が数時間と短く、
金額が僅少な工事が多いため、日々の工事施工終了時に売上高を計上しております。従って、当第３四半期完成工
事高と当第３四半期受注高はほぼ均衝しており、繰越工事高は少額であります。また、当第３四半期施工高は当第
３四半期完成工事高に一致します。従って、その金額に重要性はないため記載を省略しております。 

② 受注工事の受注方法別比率 
 工事受注方法は、特命と競争に大別されます。 

 （注）１ 百分比は請負金額比であります。 
２ 公共事業はその多くが競争受注（競争入札）ですが、当社グループは公共事業を直接受注しないため特命と
記載いたしました。 

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

区分 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

前年同四半期比（％） 

地盤改良事業（千円）  1,325,827  127.9

保証事業（千円）  29,392  104.1

その他の事業（千円）  35,281  540.1

合計  1,390,501  129.8

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％） 

当第３四半期連結会計期間 
（自平成22年３月１日 
至平成22年５月31日） 

地盤改良事業  100  －  100
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③ 完成工事高 

 （注）１ 金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ 当社グループへの直接発注者は全件が民間企業であります。 

④ 手持工事高（平成22年５月31日現在） 
 当社グループは、継続的な施工の発注がなされることがありますが、受注金額が合理的に見積もれないため、手
持工事高の記載は行っておりません。 

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載 
した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  
  

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間の財政状態及び経営成績の分析は次のとおりであります。なお、文中における将来に関
する事項は、当四半期報告書提出日（平成22年７月15日）現在において当社グループが判断したものであります。 

  
(1)業績の状況  
 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、欧州を中心とした海外景気の下振れ懸念や金融資本市場の変動
リスクは残るものの、輸出の増加や経済対策効果を背景とした企業収益の改善により自律的な回復基調を辿っており
ます。 
 また戸建住宅市場におきましても、住宅ローン減税等の景気対策により新設着工件数は回復の兆しを見せておりま
す。 
 このような事業環境のもとで、当社グループは、中期的な企業成長を視野に入れ、顧客層の拡大と売上増加へ注力
致しました。  
 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,390,501千円(前年同四半期比29.8%増)、売上総利益は394,197
千円(前年同四半期比20.2%増)となりましたが、人件費や支払手数料の増加等に伴う販売費及び一般管理費の上昇に
より、営業利益は18,957千円(前年同四半期2,862千円の営業損失)、経常利益は8,566千円(前年同四半期6,746千円の
経常損失)にとどまりました。また第３四半期連結会計期間の四半期純利益は8,398千円(前年同四半期比195.5%増)と
なりました。 
  

   事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  
  ① 地盤改良事業 
 地盤改良事業は、主に地盤改良工事と地盤調査・測量に分かれます。地盤改良工事におきましては、関西地区の営
業権取得による売上増に加え、首都圏での受注拡大により総じて売上高が順調に伸びました。工法別では、表層改良
工法の売上高は低迷したものの、沈下修正工事及び独自開発のＮＳＶコラム工法を含む柱状改良工法が大幅に増加し
ました。地盤調査・測量におきましては、ボーリング調査が微増にとどまったものの、スウェーデン式サウンディン
グ試験と測量が増加したため、売上高は堅調な伸びとなりました。 
 この結果、地盤改良事業の売上高は1,325,827千円（前年同四半期比27.9%増）となりました。 

    
   ② 保証事業 

 販売数量の増加にもかかわらず、スキーム変更に伴う単価の低下とセグメント間の内部相殺処理により、地盤総
合保証「THE LAND」の売上高は微増にとどまりました。また、新規に開始した住宅完成エスクローシステム「住ま
いるガード」の販売も不振に終わりました。この結果、保証事業の売上高は29,392千円（前年同四半期比4.1%増）
となりました。 
  

   ③ その他の事業  

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円） 

当第３四半期連結会計期間 
（自平成22年３月１日 
至平成22年５月31日） 

地盤改良事業  －  1,325,827  1,325,827

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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 連結子会社である株式会社ユナイテッド・インスペクターズの住宅検査受託業務の本格稼働に伴い、売上高の大
幅な上積み効果が出ました。この結果、その他の事業の売上高は35,281千円（前年同四半期比440.1%増）となりま
した。 

  
(2)キャッシュ・フローの状況 
当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は592,710千円となり、第２四半期連結会計期間末に
比べ106,969千円の増加（前年同期比74,529千円の支出増）、および前連結会計年度末に比べ63,211千円減少いた
しました。 

  
     当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  
   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間の営業活動の結果、獲得した資金は、54,086千円（前年同期比87,587千円の収入減）
となりました。増加した主な理由は、売上債権が108,496千円増加（前年同期比94,526千円の収入減）したものの
仕入債務が101,132千円増加（前年同期比43,153千円の収入増）し未払金が41,569千円増加（前年同期は46,775千
円の支出）したこと、および賞与引当金を取り崩したこと等によるものであります。 

  
   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間の投資活動の結果、使用した資金は、26,537千円（前年同期は127,991千円の獲得）
となりました。これは主に機械や備品等有形固定資産の取得による支出14,341千円（前年同期比4,135千円の支出
増）やソフトウェアの開発等による支出8,205千円（前年同期比7,375千円の支出増）が、投資有価証券を売却し獲
得した資金を上回ったことによるものであります。 

  
   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間の財務活動の結果、獲得した資金は、79,420千円（前年同期は88,168千円の使用）と
なりました。これは主に社債を新たに発行したことによる収入195,182千円と、借入金の純減少111,897千円（前年
同期比23,729千円の支出増）による差額であります。 

  
   (3)事業上及び財務上の対処すべき課題 
     当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
  (4)研究開発活動 
       当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、5,910千円であります。 
     なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
  
  

1408/2010年-6-



(1）主要な設備の状況 
 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい
て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり
ません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ 
      り発行された株式数は含まれておりません。 
      

  旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 
① 平成17年７月20日臨時株主総会決議 

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  30,000

計  30,000

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成22年５月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成22年７月15日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

 普通株式  7,926  7,926
大阪証券取引所 
（ヘラクレス） 

当社は単元株制度は採用し
ておりません。 

計  7,926  7,926 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

区分 第３四半期会計期間末現在 
（平成22年５月31日） 

新株予約権の数（個） 115 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  ─  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 230 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき57,500 (注)３ 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月21日 
至 平成27年７月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  57,500 (注)３ 
資本組入額 28,750 (注)３ 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、会社の取締役会の承認を要
する。 

代用払込みに関する事項 ────── 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ──────  
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 （注）１．行使価額の調整 
 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果
生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合［新株予約権の行
使、旧商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の旧商法に基づき付与されたストック
オプションによる新株引受権の行使および転換社債の転換の場合を除く。］は、次の算式により１株あたり
の払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」と、「１株あたり払込金額」
を「１株あたり処分金額」と読み替えるものとします。 
 さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場
合、ならびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、
当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

２．新株予約権の行使の条件に関する事項については下記のとおりであります。 
ⅰ  新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役または従業員のいずれかの地位を
保有していること、あるいは当社と顧問契約を締結している場合に限ります。ただし、定年退職その他取
締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではありません。 

ⅱ  新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、その相続人は新株予約権を行使することができます。
ⅲ  その他の条件については、平成17年７月20日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められております。 

３． 新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の発行価格及び資本組入額は、平成18年２月３日付で普通株式１株を２株の割合で分割したことに伴
い調整しております。 

４． 当社は、平成17年７月20日臨時株主総会決議において承認を得た新株予約権の数150個のうち、平成17年
７月20日に割当が確定した75個を除く新株予約権未確定分75個について、平成18年３月16日開催の取締役会
において平成17年７月20日に割当が確定した75個と同条件の新株予約権の付与を決議しております。 

      該当事項はありません。  
  

 該当事項はありません。 

  

  

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま 
 せん。 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株あたり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年３月１日～
平成22年５月31日  

 －  7,926  －  331,122  －  295,694

（６）【大株主の状況】 
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  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記
載することができないことから、直前の基準日（平成22年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしておりま
す。  
  
①【発行済株式】 

  
②【自己株式等】 

  
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】 

  平成22年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     7,926  7,926 － 

端株 － － － 

発行済株式総数  7,926 － － 

総株主の議決権 －  7,926 － 

  平成22年５月31日現在

所有者の氏名又は
名称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】 

月別 平成21年 
９月 10月 11月 12月 平成22年 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高（円）  64,800  60,000  56,300  47,300  47,750  45,900  49,100  59,000  60,100

最低（円）  55,100  52,100  46,050  37,200  34,200  35,000  38,000  44,000  51,000

３【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間
（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結
会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平
成22年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から
平成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半
期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期
間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年
５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については監査法人ナカチによる四半期レビューを受けております。  

第５【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 688,441 747,065 
受取手形及び売掛金 1,180,217 1,011,401 
商品及び製品 2,472 2,472 
未成工事支出金 370 1,999 
原材料及び貯蔵品 5,403 2,134 
繰延税金資産 104,816 87,824 
その他 170,153 149,608 
貸倒引当金 △63,576 △54,490 

流動資産合計 2,088,298 1,948,016 

固定資産   
有形固定資産 ※  259,233 ※  254,531 

無形固定資産 66,355 54,174 
投資その他の資産   
投資有価証券 21,620 9,590 
繰延税金資産 1,147 4,333 
その他 178,456 172,830 
貸倒引当金 △30,611 △32,479 

投資その他の資産合計 170,613 154,274 

固定資産合計 496,202 462,980 

資産合計 2,584,501 2,410,996 
負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 532,355 448,655 
短期借入金 10,000 220,600 
1年内返済予定の長期借入金 236,061 230,847 
1年内償還予定の社債 166,800 － 
未払法人税等 27,683 26,834 
未払金 138,477 83,165 
賞与引当金 36,848 60,434 
その他 144,681 78,460 
流動負債合計 1,292,907 1,148,997 

固定負債   
社債 133,200 100,000 
長期借入金 377,714 392,145 
その他 48,195 20,793 
固定負債合計 559,109 512,938 

負債合計 1,852,016 1,661,936 
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 331,122 331,122 
資本剰余金 295,694 295,694 
利益剰余金 97,752 116,946 
株主資本合計 724,569 743,764 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △36 △1,907 

評価・換算差額等合計 △36 △1,907 

少数株主持分 7,951 7,203 
純資産合計 732,484 749,060 

負債純資産合計 2,584,501 2,410,996 
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年５月31日) 

売上高 ※1  3,397,469 ※1  3,950,227 

売上原価 2,424,311 2,826,349 
売上総利益 973,158 1,123,878 
販売費及び一般管理費 ※2  928,937 ※2  1,115,098 

営業利益 44,220 8,780 
営業外収益   
受取利息 1,055 824 
受取配当金 632 151 
投資有価証券売却益 1,370 － 
受取保険料 2,707 136 
受取手数料 1,300 722 
その他 2,967 2,499 
営業外収益合計 10,033 4,334 

営業外費用   
支払利息 15,132 14,194 
社債発行費 － 4,817 
持分法による投資損失 7,163 6,851 
その他 1,553 403 
営業外費用合計 23,849 26,266 

経常利益又は経常損失（△） 30,404 △13,151 

特別利益   
貸倒引当金戻入額 563 709 
賞与引当金戻入額 16,141 1,757 
投資有価証券売却益 － 2,601 
土地売却益 13,594 － 
その他 2,228 100 
特別利益合計 32,526 5,169 

特別損失   
投資有価証券売却損 － 3,270 
固定資産除却損 1,432 － 
子会社整理損 96,032 － 
その他 7,838 148 
特別損失合計 105,303 3,418 

税金等調整前四半期純損失（△） △42,372 △11,400 

法人税、住民税及び事業税 28,915 27,664 
法人税等還付税額 △4,252 △1,266 
法人税等調整額 △20,767 △15,358 

法人税等合計 3,895 11,039 

少数株主損失（△） △857 △3,245 

四半期純損失（△） △45,410 △19,194 
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【第３四半期連結会計期間】 
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成22年５月31日) 

売上高 ※1  1,071,324 ※1  1,390,501 

売上原価 743,316 996,304 
売上総利益 328,008 394,197 
販売費及び一般管理費 ※2  330,870 ※2  375,239 

営業利益又は営業損失（△） △2,862 18,957 

営業外収益   
受取利息 86 100 
受取配当金 300 － 
投資有価証券売却益 1,370 － 
受取保険料 559 87 
受取手数料 363 255 
その他 989 256 
営業外収益合計 3,668 700 

営業外費用   
支払利息 5,188 5,316 
持分法による投資損失 1,550 1,182 
社債発行費 － 4,817 
その他 814 △223 

営業外費用合計 7,553 11,092 

経常利益又は経常損失（△） △6,746 8,566 

特別利益   
投資有価証券売却益 － 2,400 
土地売却益 13,594 － 
その他 2,228 27 
特別利益合計 15,822 2,427 

特別損失   
子会社整理損 4,425 － 

特別損失合計 4,425 － 

税金等調整前四半期純利益 4,650 10,993 
法人税、住民税及び事業税 14,828 10,502 
法人税等調整額 △12,561 △6,308 

法人税等合計 2,267 4,194 

少数株主損失（△） △458 △1,599 

四半期純利益 2,842 8,398 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純損失（△） △42,372 △11,400 
減価償却費 87,809 90,041 
社債発行費 － 4,817 
貸倒引当金の増減額（△は減少） 20,877 7,218 
賞与引当金の増減額（△は減少） △22,417 △23,585 
受取利息及び受取配当金 △1,687 △824 
支払利息 15,132 14,194 
持分法による投資損益（△は益） 7,163 6,851 
有形固定資産除却損 1,432 － 
投資有価証券売却損益（△は益） － 668 
子会社整理損 96,032 － 
売上債権の増減額（△は増加） 254,842 △168,592 
たな卸資産の増減額（△は増加） 2,870 △1,640 
仕入債務の増減額（△は減少） △208,378 83,700 
未払金の増減額（△は減少） － 58,104 
土地売却損益（△は益） △13,594 － 
その他 27,132 33,345 
小計 224,841 92,897 

利息及び配当金の受取額 1,687 802 
利息の支払額 △15,016 △13,751 
法人税等の還付額 4,252 － 
法人税等の支払額 △20,303 △30,898 

営業活動によるキャッシュ・フロー 195,462 49,049 
投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △4,550 △4,586 
有形固定資産の取得による支出 △21,357 △35,216 
無形固定資産の取得による支出 △2,109 △28,204 
のれんの取得による支出 － △3,000 
投資有価証券の取得による支出 － △18,940 
投資有価証券の売却による収入 － 26,271 
関係会社株式の取得による支出 － △3,708 
敷金の差入による支出 △1,631 △6,235 
貸付けによる支出 △10,000 △2,550 
貸付金の回収による収入 15,000 － 
子会社の清算による収入 138,588 － 
その他 △2,049 △3,188 

投資活動によるキャッシュ・フロー 111,888 △79,358 
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年５月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） 12,668 △210,600 
長期借入れによる収入 80,000 180,000 
長期借入金の返済による支出 △201,775 △189,217 
社債の発行による収入 － 195,182 
配当金の支払額 △57 △17 
少数株主への配当金の支払額 △1,000 － 
その他 － △8,250 

財務活動によるキャッシュ・フロー △110,164 △32,901 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 197,186 △63,210 

現金及び現金同等物の期首残高 454,078 655,921 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  651,265 ※  592,710 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

１．持分法の適用に関する事
項の変更 

  

 持分法適用の関連会社の数 ３社   
 持分法適用関連会社の名称 
  ジオサイン㈱ 
  エスクローファイナンス㈱ 
  ㈱サムシング四国 
 なお、エスクローファイナンス㈱は平成21年９月に、また、㈱サムシング四国は平
成21年10月に新たに設立されたことにより、第１四半期連結会計期間から持分法を適
用しております。  
  

２．会計処理基準に関する事
項の変更 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 
 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりま
したが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）
及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成
19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着
手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確
実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例
法）を、その他工事については工事完成基準を適用しております。これにより、損益
に与える影響はありません。 
  

【表示方法の変更】 

                     当第３四半期連結累計期間 
                     （自 平成21年９月１日  
                      至 平成22年５月31日）  

 （四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 
 前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており
ました「未払金の増減額（△は減少）」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記すること
としました。なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる
「未払金の増減額（△は減少）」は4,813千円であります。  
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【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年８月31日） 

※  有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であ
ります。 

508,094 ※  有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であ
ります。 

439,102

（四半期連結損益計算書関係） 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

※１ 当社グループの地盤改良事業は、その性質上、冬 
  期（１月～３月）が閑散期に当たり、売上高に季節 
  的変動があるため、第２四半期連結会計期間の売上 
  高は他の四半期連結会計期間の売上高に比べ著しく 
  低くなる傾向があります。  

※１ 当社グループの地盤改良事業は、その性質上、冬 
  期（１月～３月）が閑散期に当たり、売上高に季節 
  的変動があるため、第２四半期連結会計期間の売上 
  高は他の四半期連結会計期間の売上高に比べ著しく 
  低くなる傾向があります。  

※２ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 ※２ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬及び給与手当 千円375,713
貸倒引当金繰入額  千円26,274
賞与引当金繰入額          千円16,201

役員報酬及び給与手当 千円487,673
貸倒引当金繰入額  千円18,836
賞与引当金繰入額          千円21,605

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

※１ 当社グループの地盤改良事業は、その性質上、冬 
  期（１月～３月）が閑散期に当たり、売上高に季節 
  的変動があるため、第２四半期連結会計期間の売 
  上高は他の四半期連結会計期間の売上高に比べ著し 
  く低くなる傾向があります。  

※１ 当社グループの地盤改良事業は、その性質上、冬 
  期（１月～３月）が閑散期に当たり、売上高に季節 
  的変動があるため、第２四半期連結会計期間の売 
  上高は他の四半期連結会計期間の売上高に比べ著し 
  く低くなる傾向があります。  

※２ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。  ※２ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。  
役員報酬及び給与手当         千円148,190
貸倒引当金繰入額          千円13,398

賞与引当金繰入額    千円16,201

役員報酬及び給与手当         千円149,710
貸倒引当金繰入額          千円5,873

賞与引当金繰入額  千円21,605

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸 
  借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸 
  借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年５月31日現在）  （平成22年５月31日現在） 

  

  （千円）

現金及び預金勘定 810,883
預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △159,617

現金及び現金同等物 651,265
 

  （千円）

現金及び預金勘定 688,441
預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △95,730

現金及び現金同等物 592,710
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至
平成22年５月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数 

  
２．自己株式の種類及び株式数 
 該当事項はありません。 

  
３．新株予約権等に関する事項 
 該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係） 

    普通株式  7,926株 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日） 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年９月１日 至 平成21年５月31日） 

  

（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 

  地盤改良事
業（千円） 

保証事業 
（千円） 

不動産事業 
 （千円） 

その他の事
業（千円） 計（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売
上高 

 1,036,554  28,237  －  6,532  1,071,324  －  1,071,324

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  26,557  －  63,000  89,557  (89,557)  －

計  1,036,554  54,794  －  69,532  1,160,881  (89,557)  1,071,324

営業利益(又は営業損
失) 

 (1,456)  21,739  －  (10,015)  10,268  (13,130)  (2,862)

  地盤改良事
業（千円） 

保証事業 
（千円） 

不動産事業 
 （千円） 

その他の事
業（千円） 計（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売
上高 

 1,325,827  29,392  －  35,281  1,390,501  －  1,390,501

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  34,320  －  67,666  101,987  (101,987)  －

計  1,325,827  63,713  －  102,948  1,492,489  (101,987)  1,390,501

営業利益  6,697  22,489  －  4,836  34,022  (15,065)  18,957

  地盤改良事
業（千円） 

保証事業 
（千円） 

不動産事業 
 （千円） 

その他の事
業（千円） 計（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売
上高 

 3,281,172  105,001  1,000  10,294  3,397,469  －  3,397,469

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 71  62,508  －  225,300  287,879  (287,879)  －

計  3,281,244  167,509  1,000  235,594  3,685,348  (287,879)  3,397,469

営業利益(又は営業損
失) 

 26,699  60,334  (5,942)  38,554  119,645  (75,424)  44,220
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当第３四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成22年５月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業は、役務の内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な役務の内容 
   前第３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結累計期間 

  当第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結累計期間 

３．事業区分の変更 
  「不動産事業」は前連結会計年度中に当該事業をおこなっていました株式会社サムシングリアルネットが清
算により当該事業より撤退したため、第１四半期連結会計期間より事業区分を廃止しております。  
  

  地盤改良事
業（千円） 

保証事業 
（千円） 

不動産事業 
 （千円） 

その他の事
業（千円） 計（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売
上高 

 3,767,515  78,034  －  104,678  3,950,227  －  3,950,227

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  100,643  －  241,729  342,372  (342,372)  －

計  3,767,515  178,677  －  346,407  4,292,600  (342,372)  3,950,227

営業利益(又は営業損
失) 

 (17,405)  62,563  －  48,213  93,371  (84,591)  8,780

事業区分 主要業務 

地盤改良事業 
住宅地盤調査、住宅地盤改良工事、沈下修正工事、地盤関連業者に対する業務
支援等 

保証事業 住宅地盤保証 

不動産事業 不動産の開発・販売等 

その他の事業 
地盤関連業者に対する各種システムのレンタル・販売等、瑕疵担保責任履行法
に規定する検査員及び品確法に規定する評価員に関する業務 

事業区分 主要業務 

地盤改良事業 
住宅地盤調査、住宅地盤改良工事、沈下修正工事、地盤関連業者に対する業務
支援等 

保証事業 住宅地盤保証 

その他の事業 
地盤関連業者に対する各種システムのレンタル・販売等、瑕疵担保責任履行法
に規定する検査員及び品確法に規定する評価員に関する業務 
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前第３四半期連結会計期間（自平成21年３月１日 至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自
平成22年３月１日 至平成22年５月31日） 
 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の
記載を省略しております。 

  
前第３四半期連結累計期間（自平成20年９月１日 至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自
平成21年９月１日 至平成22年５月31日） 
 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の
記載を省略しております。 
  

前第３四半期連結会計期間（自平成21年３月１日 至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自
平成22年３月１日 至平成22年５月31日） 
 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
前第３四半期連結累計期間（自平成20年９月１日 至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自
平成21年９月１日 至平成22年５月31日） 
 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
  
  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額  

  
 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

（１株当たり情報） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年８月31日） 

１株当たり純資産額 91,412.23円 １株当たり純資産額 93,597.84円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

１株当たり四半期純損失金額(△) △5,729.33円 １株当たり四半期純損失金額(△) △2,421.71円

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であるため記載しており
ません。 

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であるため記載しており
ません。 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

１株当たり四半期純損失金額            

四半期純損失(△)（千円）  △45,410  △19,194

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失(△) 
（千円） 

 △45,410  △19,194

期中平均株式数（株）  7,926  7,926
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株 
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

 －  －
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 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    該当事項はありません。 

 
  

 特記事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 358.58円 １株当たり四半期純利益金額 1,059.66円

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。  

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。  

  
前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（千円）  2,842  8,398
普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益 
（千円） 

 2,842  8,398

期中平均株式数（株）  7,926  7,926
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株 
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

 －  －

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年７月９日

サムシングホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 飯 島 誠 一  印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 御子柴  顯   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサムシングホー

ルディングス株式会社の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21

年３月１日から平成21年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サムシングホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年５月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３

四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期 
     報告書提出会社)が別途保管しております。 
    ２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年７月14日

サムシングホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

監査法人ナカチ 

  代表社員 
業務執行社員   公認会計士 安 藤 算 浩  印 

  代表社員 
業務執行社員   公認会計士 平 田  卓   印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサムシングホー

ルディングス株式会社の平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22

年３月１日から平成22年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サムシングホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年５月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３

四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以 上 

 （注）１  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期 
     報告書提出会社)が別途保管しております。 
    ２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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